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4月１７日、吉林省琿春市において、北東アジアことに図們江地域の経済開発の可能性を具体的に検討するために、日中双方の専門家・実務家の出席のもとで、研究会が開催された。この研究会は、この夏にも運航開始が予定されている日本海横断航路を黒字化させるために、図們江地域に産業を振興させ、日本との往復物量を増加させることを目的としたものである。なお、この日本海横断航路は中国が国家的課題として取り組んでいる中国東北部の振興、ことに吉林・黒竜江の２省の経済振興にとって不可欠であり、同時に日本の日本海側諸都市の経済活性化に、大きな効果を発揮すると予測されている。しかし当面は物量が少なく、この航路経営を早期に黒字化することはかなり難しいとも見られている。
この会議は、日本側からは、戦前のこの地域の経済事情に詳しい安部桂司先生、環境保護の専門家の小川博嗣先生、中国側からは琿春市政府、経済開発局、合作局およびそれぞれの関連事業公司の実務担当者が出席して行われた。
１．日本側からの事業提案。

日本側からは下記の８項目の提案が行われた。これらは旧満鉄の研究家である安部先生が、満鉄調査部の精細な経済開発調査の膨大な記録の中から、今日的有効性を持っており同時に琿春市に関連すると思われる事業を摘出されたものである。なお満鉄調査部の調査資料については、中国政府もその有効性に着目し、中国全土に分散して保管されているその膨大な資料の情報を収集し、このほど「中国館蔵満鉄資料連合目録」を出版したほどである。ちなみにこの目録には、全国５６カ所の図書館などに保管されている３０万種類以上の資料が収録されている。安部先生によれば、旧ソ連軍によって没収された資料がモスクワにも大量に保存されているという。会議の席上では、安部先生から、これらの歴史的遺産が今後の旧満州地域の経済開発に積極的に活かされることに期待を込めて、中国側に対して情熱的に事業提案が行われた。
①琿春市の地下に埋蔵されている天然ガスの採掘　②図們江のさけますの放流
③図們江の浚渫及び砂利販売　④吉林、黒竜江省の稲わら輸出　⑤廃タイヤ利用のセメント工場
⑥吉林、黒竜江省のアルカリ土壌中和事業　⑦信州カラマツの植林　⑧特殊な石材の加工

これらの事業提案に対して、中国側から下記のような回答があった。
①天然ガスの有無はわからないがメタンガスはある。天津の探査会社が調査したことがある。
②サケマスは、戦前は琿春川にも遡上してきていたが、現在は皆無である。
③図們江の砂利は海水が混じっているのでセメントには不向きである。しかし琿春川の砂利は高品質であり、利用可能である。
④稲わらの輸出は検討したが主に日本の受け入れ方法が厳格なので事業化できていない。
⑦戦前に信州カラマツの植林が行われていたという事情については、確認できる資料がない。
⑧特殊石材については、現在ではだれもその所在すらまったくわからない。
２．中国側からの事業提案。

琿春市合作局の趙主任から、開発区全体の政策についての説明があり、ついで朴副主任から、具体的な事業が下記のような２３項目に渡って、事業構想規模なども含めて提案された。さらに関係者からそれぞれの項目について、この事業を展開するにあたっての琿春市の優位性が説明された。
農業・林業　：　牛肉輸出　豚肉輸出　どんぐり豚飼育加工

食品・飲料　：　干し鱈加工　ウサギ肉加工　きのこ栽培　山菜加工　長白山人参加工

建材　　　　　：　石炭灰の加工　花崗岩加工　外壁保温パネル製造

木材・紙　　　：　高級家具製造　木製品製造　フローリング加工　生活用紙製造

金属　　　　　：　銅製品加工　自動車部品製造　電子部品製造
印刷　　　　　：　高級カラー印刷

インフラ　　　：　木材卸売り市場　工場建設　汚水処理場建設　工業団地造成
これらの提案は、日本側からの提案と重なっている部分があり、それらが集中的に議論された。安部先生からも、戦前は琿春材が日中双方で最高級建材としてもてはやされていたこと、日本の農耕牛はこの地域からの黄牛の輸入が多かったこと、さけのえさは大豆が主体であり養殖事業はこの地域に適していることなどが捕捉説明された。結果として稲わらを利用し育成した子牛の輸出、どんぐり豚を使用した高級ハム製造、ロシア領の海を利用した銀サケ養殖、火力発電所の石炭灰と琿春川の砂利を利用したセメント工場などの事業化の可能性が有力視され、次回それぞれの専門家や事業家を招き、さらに詳しく検討をすることになった。
３．小川先生から環境保護の重要性の提言。
小川先生から、中国側に日本の経済発展と環境保護の歴史などの説明があり、その重要性の提言が行われた。さらに会議後、琿春市幹部の案内で、汚水処理場、パルプ工場、火力発電所、銅精錬工場などの視察が行われ、小川先生から現場でそれぞれに厳しい指摘がなされた。その結果、それらの深刻な実情を琿春市の現場担当者がまとめ、意見書として上層部に提出することとなった。日本側でも環境保護技術の移転のために、日本の関係各所に支援を仰ぐ行動を起こすことになった。
４．今後の方向。

最後に日中双方が、それぞれの検討課題を持ち帰り、その回答を持って、３ヵ月後にふたたび会議開催することとなった。またこの会議の成果を日本各企業にPRし、企業誘致活動を積極的に行うこと、中国企業にも参画を促すことなどが取り決められた。
